
　「公務員制度改革」をめぐって、政府・行革推進事務局は、

自民党・片山委員会での議論をふまえ、10月12日招集予定の臨

時国会に関連法案を何とか提出しようとして、内閣法制局との「協

議」に入るなど、まずスケジュールありきの姿勢を強めていま

した。

　一方、国公労連との交渉では、「骨子案」のみで制度改革の「全

体像」を示さないばかりか、能力等級制や評価制度の勤務条件

性について否定的な態度をとり続けており、労働基本権につい

ては具体的な議論がまったく進展していない状況です。

　そのため、国公労連は、行革推進事務局に対し、これまでの

交渉経過と到達点の確認を迫るとともに、「ILO勧告にそった労

働基本権回復の実現、着実な前進」「勤務条件性を否定した能

力等級制、評価制度の導入反対」を徹底的に追及してきました。

　また、マスコミ報道によると、能力等級制や評価制度の勤務

条件性をめぐって、人事院が評価基準の「勤務条件性」を肯定し、

各省当局がこれを否定して「管理運営事項」だと主張するなど、

"ドタバタ"で身動きがとれない状態におちいっています。

　9月末時点で、臨時国会への関連法案提出は、事実上困難にな

った模様です。

「まずスケジュールありき｣で臨時国
会への法案提出に固執した政府･与党
「まずスケジュールありき｣で臨時国
会への法案提出に固執した政府･与党

国公労連は｢労働基本権回復｣｢勤務条
件性を否定した能力等級反対」と迫る
国公労連は｢労働基本権回復｣｢勤務条
件性を否定した能力等級反対」と迫る

国民のための公正・民主的公務員制度めざし、署名など運動をさらに強化国民のための公正・民主的公務員制度めざし、署名など運動をさらに強化

　国公労連は、勤務条件性を否定した能力等級制導入を断じて

許さず、「政財官ゆ着」の温床である「天下り」の禁止と特権

的な官僚制度の廃止、２度のILO勧告にそった労働基本権の回復

と"働くルール"の確立など、国民のための公正・民主的な公務

員制度の確立に全力をあげます。

　その一環として、「ILO勧告にそった公務員法の改正を求める

署名」行動を全国的にとりくんでいます。私たちの運動に対す

るご支援・ご協力をよろしくお願いします。
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